
様式1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

令和　年　月　日

浜松市長宛て

住所又は所在地　　
商号又は名称　　
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印


　　　　　　　参　加　意　向　申　出　書



次の件について、プロポーザルの参加を申し込みます。
なお、浜松市公告第　　号の参加するために必要な資格に相違していないことを誓います。

件名：令和8年度　駅南地区まちづくり指針策定業務


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　




連絡担当者
所属
氏名
電話
ＦＡＸ
E－mail


様式1-1
参加するために必要な資格に関する申告書

	要件の詳細
	要件への合非

	(1)地方自治法施行令第167条の4の規定に該当しない者であること。
	合　・　非

	(2)次のいずれかに該当する者であること。
ア　入札参加資格並びに資格審査の時期及び方法に関する告示（平成20年10月1日浜松市告示第390号）の規定により、令和7・8年度の競争入札参加資格（業務委託・賃貸借　業種分類3028：計画策定・統計業務委託）の認定を受けている者であること。
イ　引き続き1年以上業務を営んでおり、入札参加資格審査申請に準じた書類を参加意向申出書の提出期限日までに提出した者であり、納期限が到来している浜松市税に未納がない者であること。 
	合　・　非

	(3)業務実施におけるコンサルタントに対する要件として、下記（ⅰ）を満たしていること。
（ⅰ）実績
過去10年間に完了した業務において次に示す業務実績を有すること。
・同種業務：特定の地区を対象としたまちの将来像やまちづくりの方向性、実現に向けた具体的な方策をとりまとめた方針の策定に関する業務
	合　・　非

	(4)参加意向申出者が配置を予定する管理技術者に対する要件として、下記（ⅰ）から（ⅲ）を満たしていること。
（ⅰ）次に掲げるもののうち、いずれかの資格を有する者
　　　（ア）.技術士（総合技術管理部門又は建設部門（都市及び地方計画））
　　　（イ）.工学博士（都市計画及び地方計画に関する分野）
　　　（ウ）.社団法人建設コンサルタンツ協会が定めるRCCM資格
（都市計画及び地方計画）
（ⅱ）(3) （ⅰ）に掲げる同種又は類似業務のいずれかについて、過去10年間に1以上の完了の実績を有する者
	合　・　非

	(5)浜松市物品の購入等に係る入札参加停止等措置要綱に基づく入札参加停止期間中でないこと。
	合　・　非

	(6)会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者（更生手続開始の決定を受けている者を除く。）又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者（再生手続開始の決定を受けている者を除く。）でないこと。
	合　・　非

	(7)暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第2条第2号に規定する暴力団をいう。）、暴力団員等（同条第6号に規定する暴力団員又は同号に規定する暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。以下同じ。）及び暴力団員等と密接な関係を有する者並びにこれらの者のいずれかが役員等（無限責任社員、取締役、執行役若しくは監査役又はこれらに準じるべき者、支配人及び清算人をいう。）となっている法人その他の団体に該当しない者であること。
	合　・　非



様式3-1 
	質問書

	公告番号　第　　　号
	件名

	業　者　名　　

	提  出  日　  令和　　年　　月　　日

	質　　問　　事　　項

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	






様式4
令和　年　月　日
　浜松市長宛て

住所又は所在地　　
商号又は名称　　
代表者職氏名　　

企　画　提　案　書

　次の件について、企画提案書を提出します。

件名：令和8年度　駅南地区まちづくり指針策定業務

　また、企画提案書の提出期限日時点で保有している社会貢献活動等に係る認証等の有無について、次のとおり申告します。

	認証等
	浜松市ワーク・ライフ・バランス等推進事業所の認証
	浜松市消防団協力事業所の認定
	浜松市高齢者活躍宣言事業所の認定
	健康経営優良法人の認定(経済産業省)
	浜松市外国人材活躍宣言事業所の認定
	浜松市企業のＣＳＲ活動表彰（※1）

	保有
状況
(※2)
	あり・なし
	あり・なし
	あり・なし
	あり・なし
	あり・なし
	あり・なし


※1浜松市企業のCSR活動表彰では、企画提案書提出期限日の2年前の日までの間において、以下のいずれかに該当する事業所である場合に保有状況を「あり」と申告してください。
・Star Prize制度マイスター認定事業所
・優秀賞、特別賞又は市民協働奨励賞の受賞事業所（※3つの賞以外の受賞実績は対象外です。）
（例：2022年1月30日が企画提案書提出期限日の場合は、2020年1月30日から2022年1月30日までの間に受賞した実績が有効となります。）
※2 社会貢献活動等に係る認証等の保有状況について、「あり」又は「なし」に○を付けてください。

連絡担当者
所属
氏名
電話
ＦＡＸ
E－mail
様式4-1
1 参加表明者の専門技術力
	参加表明者の過去10年間の同種業務実績（3件まで）

	業務名
	業務概要・技術的特徴
	発注機関
	履行期間
契約金額

	


	



	


	H○.○.○
　～H○.○.○
円

	


	



	


	



	


	



	


	





2 参加表明者の優良実績
	参加表明者の過去の都市計画コンサルタント優良業務登録事業（ejob事業）
（総合計画関係業務、土地利用計画関係業務又は市街地整備計画関係業務）（3件まで）

	業務名
	業務概要・技術的特徴
	発注機関
	履行期間
契約金額
	総合
評価

	


	



	


	H○.○.○
　～H○.○.○
円
	

	


	



	


	


	

	


	



	


	


	


注1：同種業務、ejob事業総合評価等を証明するものの写しを添付すること。
注2：業務の概要及び業務の技術的特徴については、具体的に記述すること。
注3：（様式4-1）はA4版2枚までの記述とし、項目を充たせばレイアウトは変更しても構わない。
様式4-2
3 予定する管理技術者に対する要件
	(1)氏名（ふりがな）
	(2)生年月日

	(3)所属・役職

	(4)保有資格
　技術士　（部門：　　　選択科目：　　　）
　工学博士（　　　　　　　　　　　　　　）
　RCCM　（部門：　　　選択科目：　　　）


	(5)技術者の過去10年間の同種業務実績（3件まで）

	業務名
	業務概要・技術的特徴
	発注機関
	履行期間
契約金額

	


	


（　　○○技術者として従事）
	


	H○.○.○
　～H○.○.○
円

	


	



	


	



	


	



	


	



	(6)技術者の過去の都市計画コンサルタント優良業務登録事業（ejob事業）
（総合計画関係業務、土地利用計画関係業務又は市街地整備計画関係業務）（3件まで）

	業務名
	業務概要・技術的特徴
	発注機関
	履行期間
契約金額
	総合
評価

	


	



	


	H○.○.○
　～H○.○.○
円
	



注1：技術者資格登録証等の資格を証明するものの写しを添付すること。
注2：同種業務、ejob事業総合評価等を証明するものの写しを添付すること。
注3：業務の概要及び業務の技術的特徴については、具体的に記述すること。
注4：（様式4-2）はA4版2枚までの記述とし、項目を充たせばレイアウトは変更しても構わない。





様式4-3
ア　業務実施体制








イ　業務実施方針
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

注1：図表を用いても構わない。
注2：項目を充たせばレイアウトは変更しても構わない。




イ　業務実施方針（業務フロー）



































様式4-4
ウ　特定テーマに関する技術提案
	特定テーマ1



































注1：図表を用いても構わない。
注2：項目を充たせばレイアウトは変更しても構わない。

様式5
令和　年　月　日

　浜松市長宛て

住所又は所在地　　
商号又は名称　　
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印


企画提案書等の取扱いに関する回答書

企画提案書等の取扱いに関する確認について、次のとおり回答します。
　
　対象案件　：令和8年度　駅南地区まちづくり指針策定業務

　上記対象案件に関する企画提案書等に、当社の技術力やノウハウ等、公開又は公表することにより当社の正当な利益を害する情報にあたると考える部分が
　　　
・あります

　　　・ありません


※「あります」と回答した場合
企画提案書等において当社の正当な利益を害すると考える部分は、別添のとおりです。







[bookmark: _GoBack]公募型プロポーザル用

市税の納付又は納入状況照会に関する同意書

　私は、浜松市の令和8年度　駅南地区まちづくり指針策定業務のプロポーザル参加にあたり、次のア又はイに該当するため、下記事項に同意します。

ア　浜松市内に本店を置く者
イ　浜松市外に本店を置き、浜松市内の支店・営業所等へ当該プロポーザル参加に関する権限等を委任する者
記

１　浜松市業務委託に関するプロポーザル方式ガイドライン第９条第２項第１号ア又は第２号アに基づき、浜松市都市整備部都市計画課が浜松市税（以下「市税」という。）の納付又は納入状況について、浜松市財務部収納対策課へ照会すること。
２　参加意向申出書受付期間最終日時点において、納期限が到来している市税に未納があることが判明した場合は、当該プロポーザルへの参加を認めないこと。

	同意者記入欄（必ず記入してください。）

	令和　　年　　月　　日
（本社）
住所又は本社所在地
商 号 又 は 名 称
代 表 者 職 氏 名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
（※署名又は記名押印をしてください。）

	①
	法人の場合（法人番号指定通知書等に記載のある法人番号を記入）

	
	法人番号（13桁）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	②
	個人事業主の場合（登記されていないことの証明書に記載されている住所を記入）

	
	代表者氏名カナ
	

	
	代表者の住所
	

	
	代表者の生年月日
	（和暦）　　　　年　　　月　　　日


※同意者は、納付又は納入状況照会のため、①又は②のいずれか該当する情報も記入してください。


委任状

（あて先）浜松市長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

　　　　　　　委任者　　本社所在地　　　
　　　　　　　　　　　　商号又は名称　　　
　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　              　　　　　　　　　　　印


私は、浜松市が発注する令和8年度　駅南地区まちづくり指針策定業務委託について、下記のとおり権限を委任します。



　　　　受任者　　所在地　　　
　　　　　　　　　商号又は名称　　　
　　　　　　　　　代表者職氏名　　　                   　　　　　　　　　印


委任事項


１　プロポーザルの参加申込み及び企画提案書の提出に関すること。
２　契約の締結に関すること。
３　業務完了における検査立会いに関すること。
４　契約代金の請求並びに受領に関すること。
５　その他契約に関する一切の権限。











暴力団排除に関する誓約書
浜松市の令和8年度駅南地区まちづくり指針策定委託のプロポーザル参加にあたり、浜松市暴力団排除条例（平成２４年浜松市条例第８１号）に基づき、暴力団の排除のために必要な協力を行うこと及び下記事項について誓約します。
また、浜松市が暴力団排除に必要な場合には、静岡県警察本部又は管轄警察署に照会及び役員等名簿のほか照会に必要な情報を提供することを承諾します。

記

１　次に掲げる者のいずれにも該当しません。
　（１）　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）
　（２）　役員等（誓約者が個人である場合はその者。誓約者が法人である場合はその役員及び契約委任する営業所等の代表者。誓約者が共同企業体である場合はその構成員である法人の役員及び契約委任する営業所等の代表者。以下同じ。）が暴力団員等（法第２条第６号に規定する暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。以下同じ。）と認められる者
　（３）　役員等が自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に危害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員等を利用していると認められる者
　（４）　役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められる者
　（５）　前各号に該当するもののほか、役員等が、暴力団又は暴力団員等と密接な関係を有していると認められる者

２　暴力団、暴力団員等、暴力団又は暴力団員等と密接な関係を有していると認められる者が、経営に実質的に関与していることはありません。

３　浜松市との契約に関し、下請負人、再委託人（下請、再委託が数次にわたるときはそのすべてを含む。以下同じ。）又は資材・原材料業者を使用する場合は、当該者が上記１の各号に該当しないことを確認します。また、当該者が上記１の各号に該当した場合、浜松市との契約に関する事項から排除します。

４　浜松市より上記１から３に該当するか否かの照会のために役員名簿等の情報提供の要請があった場合には、直ちに応じます。

５　本誓約が虚偽であり、又は本誓約に違反したことにより被る不利益について、異議は一切申し立てません。

令和   年   月   日
　浜松市長あて
　　　　　　　　　　　　　（誓約者）
　　　　　　　　　　　　　　本社所在地　　　
　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称　　　
　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印


